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オンライントランザクション処理におけるDynamic Voltage and Frequency

Scalingを用いたアプリケーション指向省電力手法の実験的考察

早水 悠登† 合田 和生† 中野美由紀† 喜連川 優†

† 東京大学

あらまし 昨今、データセンターにおけるサーバの消費電力増加が著しい。これらサーバのなかでも、データセン

ターの中でもメジャーなアプリケーションであるオンライントランザクション処理 (OLTP)の省電力化が重要である。

OLTPシステムはサービスレベル契約 (SLA)を満たすことが求められるため省電力化が難しく、これまでのところ有

効な省電力手法はほとんど提案されていない。本論文では、OLTPにおけるアプリケーション指向省電力を提案する。

我々の手法では、OLTPアプリケーション性能の測定にもとづきプロセッサの動作周波数を動的に調整する。これに

より、SLAを満たしつつ OLTPシステムの消費電力を削減できる。TPC-Cと実サーバの負荷データを利用した実験

では、最大でサーバ全体の消費電力における 11%の消費電力削減効果があることが確認された。
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An Experimental Study on Application-aware Power Saving Method for Online

Transaction Processing using Dynamic Voltage and Frequency Scaling
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Abstract Power consumption of servers in data centers has been growing rapidly recent years. Among these

servers, power saving of an online transaction processing (OLTP) systems, which are major applications in data

centers, is important. Because they have to meet service level agreements (SLA), its power saving is a difficult prob-

lem. Few power saving technologies have been proposed so far. In this paper, we proposed an application-aware

power saving method for OLTP systems. The method dynamically scales the operating frequency of processors

based on application performance observation. This enables OLTP systems to reduce power consumption while

complying SLAs. In our experiments using TPC-C and real workload, 7.6% of power saving was achieved in total.
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1. Introduction

データセンターの消費電力は、近年になり著しく増加してい

る。アメリカ合衆国環境保護庁の報告によると、合衆国内の

データセンターによる消費電力は 2000年から 2006年にかけて

約 2倍になり、2011年までには更に 2倍に増加すると予測さ

れている [1]。データセンターの消費電力増加は電力コストを

増大させるだけでなく、電力供給不足にもつながるため、その

省電力化は急務である。

EMERSON の報告 [2] によると、一般的なデータセンター

においてはサーバが消費電力全体の 44%を占め、冷却設備がそ

れに次いで 38%を占めており、データセンターの省電力化のた

めにはサーバの省電力化が必要不可欠である。サーバの省電力

化は配電設備や交直変換器、UPSなどの設備削減につながり、

それにより冷却設備も削減することができる。つまり、サーバ

の省電力化はデータセンター全体の省電力化へとつながる。

データセンターにおいて、大量の情報を処理し、管理するた

めの中心的役割を果たしているのはデータベースサーバであ

る。データベースサーバにおける主要なアプリケーションのひ

とつとして、オンライントランザクション処理 (OLTP) があ

る。OLTPアプリケーションはしばしば高スループット・低遅

延を達成することが要求される。そのため、OLTPデータベー

スサーバには潤沢な計算・記憶資源が投入され、大量の電力を

消費する。それに加えて OLTP データベースサーバの停止は

ビジネスの機会損失に直結するため、これらのサーバを停止さ

せることはできず、常に電力を消費する。このように消費電力
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の大きい OLTP データベースサーバの省電力化は、データセ

ンターの省電力化において避けて通ることができない課題であ

る。しかし、いまだ有効な OLTP の省電力手法は提案されて

いない。

本論文では OLTP のアプリケーション指向省電力手法を提

案し、評価実験を行った。我々の提案するアプリケーション指

向省電力手法とは、OLTP アプリケーションの性能をリアル

タイムに観測し、その値に基づいて動的にプロセッサの動作周

波数の調整を行い、消費電力を削減するものである。一般に、

OLTPアプリケーションはスループットや応答時間などの要求

性能を定めるサービスレベル契約 (SLA) を順守することが求

められる。提案手法ではこれらの性能を監視することで、SLA

を順守しながら消費電力を削減することを可能とする。評価実

験においては OLTP の業界標準ベンチマーク TPC-C[3] を用

いて、スループットをもとに動作周波数制御を行った場合と、

応答時間をもとに制御を行った場合について実際に稼動するシ

ステムで測定を行い、省電力効果を評価した。その結果、最大

でシステム全体の 11%に相当する 20Wの消費電力削減を達成

できることが確認された。

本論文の構成は次のとおりである。2節では OLTPとアプリ

ケーション指向省電力の基本的な考え方について述べる。3節

ではアプリケーション指向省電力の詳細な説明を行う。4節で

は実験環境を説明し、5節では提案手法の評価実験について説

明する。6節では関連研究について触れ、最後に 7節で結論を

述べる。

2. オンライントランザクション処理とアプリ
ケーション指向省電力

オンライントランザクション処理 (OLTP) とは、同時に多

数のトランザクションを扱うことが求められるデータベース処

理であり、銀行取引、電子商取引、電子証券取引などの基盤技

術として社会に深く浸透している。業務システムにおいては、

スループットや応答時間などのアプリケーション性能に関する

サービスレベル契約 (SLA)が結ばれている場合が多く、OLTP

システムを構築する上で最も重要視される点である。

一般に省電力化による消費電力の削減量とシステム性能は

トレードオフの関係にあり、省電力化の際に何を重視するかに

よってとるべき手法は異なる。OLTPのようにスループットや

応答時間に厳守すべき制約が設けられている場合には、アプリ

ケーションレベルでの性能を指標として消費電力の削減を図る

アプリケーション指向省電力手法が自然なアプローチであると

考えられる。省電力のアプローチとしてはハードウェアやオペ

レーティングシステム、ミドルウェアのレベルで性能を監視し

省電力化を行う方法も考えられるが、これらの方法ではアプリ

ケーション性能を直接捉えることができず、SLAが重要な業務

システムにそのまま適用することは難しい。我々の知る限りに

おいて、OLTPにおけるアプリケーション指向省電力技術はこ

れまで取り組まれてきていない課題である。本論文では、実際

に稼動するシステム上で業界標準ベンチマーク TPC-Cをアプ

リケーションとして利用し、OLTPにおけるアプリケーション

図 1 アプリケーション指向 DVFS 制御アーキテクチャ

指向省電力手法の有効性を評価した。さらに、スループットと

応答時間それぞれを指標とした場合の性能・消費電力を測定し、

利用する指標と省電力効果の関係について考察した。

3. Dynamic Voltage and Frequency Scal-

ing を用いたOLTPにおけるアプリケーショ
ン指向省電力

3. 1 Dynamic Voltage and Frequency Scaling によ

る省電力

現在流通しているプロセッサの多くは実行時に動作周波数・

電圧を調整できる Dynamic Voltage and Frequency Scaling

(DVFS) 機能が搭載されている。一例としては、ボリューム

サーバで広く用いられている Intel XeonプロセッサにはDVFS

機能として Intel SpeedStep Technology が搭載されており、

特殊なレジスタの値の書き換えで動作周波数を指定することが

できる。今回実験に用いた Linuxでは、cpufreqというカーネ

ルモジュールを用いることでプロセッサの DVFS 機能にアク

セスできる。

DVFSを用いると、いくつかの場面においては実行時性能を

大きく損なうことなくプロセッサの消費電力を削減することが

できる。例えば、プロセッサ使用率が低ければ動作周波数を下

げることでスループットへの影響を抑えつつ消費電力を削減す

ることができる。ただしスループットに影響はないものの、動

作周波数を下げると個々のタスクを完了するまでの時間、つま

り応答時間は長くなってしまう。このような DVFSによる省電

力化とそれにより生じる性能低下のバランスをとるためには、

SLAにもとづいてアプリケーション指向な DVFS制御を行う

必要がある。

3. 2 OLTP におけるアプリケーション指向 Dynamic

Voltage and Frequency Scaling 制御による省

電力化

我々の提案するアプリケーション指向なDVFS制御アーキテ

クチャを図 1に示した。OLTPアプリケーション性能は、デー

タベースサーバのフロントエンドに性能モニタを配置して一定

の時間間隔で測定される。測定されたアプリケーション性能は

随時データベースサーバの DVFS コントローラへと送信され

る。DVFSコントローラはこの性能情報を利用して動作周波数

を決定し、OS を介してプロセッサの動作周波数を設定する。

またDVFSコントローラはアプリケーション性能情報だけでは

なく、必要に応じてデータベース管理システムなどミドルウェ
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1 R th // response time constraint
2 R up ratio // threshold for raising frequency
3 R down ratio // threshold for dropping frequency
4

5 function RT based policy(){
6 response time = get response time();

7 if (response time > R th ∗ R up ratio) {
8 raise frequency();

9 } else if (response time < R th ∗ R down ratio) {
10 drop frequency();

11 }
12 }

図 2 応答時間指向 DVFS 制御ポリシーの疑似コード

アの性能情報や、OSのシステム情報も利用することが可能で

ある。

DVFSコントローラにおける動作周波数決定の方法は様々な

ものが考えられる。本論文では、典型的なアプリケーション性

能の制約として以下の二つを考え、それぞれの制約を満たすよ

うな DVFS制御ポリシーを構築した。

• 9割以上のトランザクションに対して応答時間が Rth 以

下であること

• トランザクション到着率が Tth 以下である場合には、そ

れに対応するスループットを達成できること

以降では、前者の応答時間における制約をもとに動作周波数を

制御するポリシーを応答時間指向ポリシー、後者のスループッ

トをもとに制御するポリシーをスループット指向ポリシーと

よぶ。

以降では、これら二つの制約に対応するDVFS制御ポリシー

を説明する。

3. 2. 1 応答時間指向 Dynamic Voltage and Frequency

Scaling 制御ポリシー

応答時間指向DVFS制御ポリシーでは、全体の 9割以上のト

ランザクションに対して規定された応答時間 Rth 以内に応答を

返すことが性能の制約である。この制約を満たしつつ、できる

だけ動作周波数を低くして消費電力を削減するようにポリシー

設計を行った。

このポリシーでは、アプリケーション性能情報として応答時間

を利用し、応答時間の測定値が得られるたびに図 2の疑似コー

ド中の RT based policy関数に相当する処理を実行しプロセッ

サの動作周波数を制御する。この関数の中では、応答時間の測

定値が Rth×R up ratioよりも大きければ動作周波数を上げ、

Rth×R down ratio よりも小さければ動作周波数を下げると

いう処理を行う。ここでRth×R up ratio, Rth×R down ratio

を条件判定に用いるのは、応答時間が実際に Rth を上回ってか

ら動作周波数を制御していては遅いためである。R up ratio,

R down ratioを 1より小さい数値に設定することで、幾分か

の余裕をもって応答時間を Rth 以下に抑えることができる。ま

た、R up ratio, R down ratioの 2つの値に間隔をあけておく

ことで、頻繁に動作周波数が切り替わり、応答時間が振動する

ことを抑制できる。

R up ratio, R down ratio の値は予備実験の結果から

1 T th // throughput constraint
2 overspeed ratio // threshold for detecting overspeed
3 cpu busy // CPU usage threshold
4

5 function TP based policy(){
6 throughput = get throughput();

7 arrival rate = get arrival rate ();

8 cpu usage = get cpu usage();

9

10 if (throughput > T th ∗ overspeed ratio) {
11 drop frequency(); // (A)
12 } else if (throughput > T th) {
13 if (cpu usage < cpu busy) {
14 drop frequency(); // (B)
15 }
16 } else {
17 if ( arrival rate < T th) {
18 if (cpu usage < cpu busy) {
19 drop frequency(); // (C)
20 } else if (cpu usage > cpu busy) {
21 raise frequency(); // (D)
22 }
23 } else {
24 raise frequency(); // (E)
25 }
26 }
27 }

図 3 スループット指向 DVFS 制御ポリシーの疑似コード

R up ratio= 0.6, R down ratio= 0.8 と設定すれば性能の

制約を満たすのに十分であった。

3. 2. 2 スループット指向 Dynamic Voltage and Frequency

Scaling 制御ポリシー

スループット指向 DVFS制御ポリシーでは、トランザクショ

ン到着率が Tth 以下の場合にはそれに対応したスループットを

達成することが性能の制約である。その制約もとで、できるだ

け動作周波数を低くして消費電力が削減できるようこのポリ

シーを設計した。

このポリシーの動作周波数制御を図 3 に疑似コードで示し

た。このポリシーでは、測定値としてトランザクション到着率

とスループット、またデータベースサーバの負荷状況を知るた

めに CPU使用率を利用する。一定の時間間隔で測定を行うた

びに TP based policy 関数に相当する処理が行われ、動作周

波数が必要に応じて変更される。

スループット指向 DVFSでは、動作周波数を下げることがで

きるのは下記の 3つの場合である。

• (A): ス ル ー プット が Tth よ り も 十 分 大 き い

(Tth×overspeed ratioより大きい)

• (B): スループットは Tth に比べてやや高い程度である

が、CPU 使用率がそれほど高くない (cpu busyより小さい)

• (C): トランザクション到着率が Tth よりも低く、CPU

使用率がそれほど高くない (cpu busyより小さい)

(A), (B), (C)はそれぞれ図 3 の疑似コード中に示した位置に

相当する。ここで、cpu busy はシステムが高負荷状態か否か

を判断する CPU使用率の基準値であり、overspeed ratioは

スループットが必要以上に高いことを判断するための基準値で
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ある。

(A)の場合は必要以上にスループットが高い状態であり、動

作周波数を下げてスループットを抑えることで消費電力を削減

することができる。(B)の場合、スループットの制約 Tth より

もやや高いスループットが出ている状況では、CPU使用率がそ

れほど高くなければ動作周波数を下げてもスループットに影響

が小さいと判断することができる。(C)の場合、トランザクショ

ン到着率が Tth よりも低いので、そもそもスループットは Tth

を超えることがない。このときも、CPU使用率が cpu busyよ

りも低ければ動作周波数を下げてもスループットに影響が小さ

いと判断することができる。

動作周波数を上げる必要があるのは以下の 2つの場合である。

• (D): スループットが Tth よりも小さく、トランザクショ

ン到着率が Tth よりも高い場合

• (E): スループットとトランザクション到着率がともに

Tth よりも小さく、CPU使用率が cpu busyより高い場合

(D) の場合にはそもそも性能の制約を満たせていないために、

動作周波数を上げる必要がある。(E)の場合は、CPU使用率が

高くシステムが高負荷な場合にはトランザクション到着率に対

応したスループットを出せない可能性があるので、性能に余裕

をもたせるために動作周波数を上げるという判断をする。

overspeed ratio, cpu busy の 値 は 予 備 実 験 か ら

overspeed ratio= 1.1, cpu busy= 0.8 とすることでスルー

プットの性能制約を満たしつつ消費電力を削減するのに十分で

あることが確認された。

4. 実 験 環 境

全ての実験において、データベースサーバには Dell Pow-

erEdge R510 を用いた。プロセッサは Intel Xeon X5550

2.67GHzを 2ソケット、メモリは 48GB(DDR3 8GB RDIMM

× 6) 搭載している。Intel Xeon X5550 は、動作周波数を

1.60GHz から 2.66GHz まで 9 段階変化させることができる。

データベースサーバの消費電力は、電源ケーブルを加工しク

ランプ電流計を取り付けて測定した。電流値はデータロガー

(Hioki 2332-20 Power Meter Module)によって 1秒間隔で記

録した。TPC-Cのターミナルとしては Dell PowerEdge R900

を用いた。プロセッサは Intel Xeon X7460 2.66GHz を 4 ソ

ケット、メモリは 128GB(DDR2 4GB FB-DIMM × 32)搭載

している。

データベース管理システムとしてMySQL 5.1.41、ストレー

ジエンジンとして InnoDBを利用し、Linuxカーネル 2.6.18 上

で実行した。本論文ではメモリインテンシブなシステムを対象

としているため、InnoDBのデータファイルは全てメモリファ

イルシステム (tmpfs)上に配置し、更にデータベースが全て収

まるようバッファプールを割り当てた。Linuxカーネル 2.6.18

にはプロセッサの DVFS機能を扱うためのカーネルモジュール

cpufreqが組込まれており、実験ではこれを用いてプロセッサ

の動作周波数制御を行った。

オンライントランザクション処理のアプリケーションとして

は、業界標準ベンチマークである TPC-C[3] を用いた。特に

説明しない場合、TPC-Cの各パラメータは現時点での最新仕

様である version 5.11に準拠するように設定した。TPC-Cの

データサイズの尺度である warehouse 数は 100 とした。また

性能解析が行いやすいようターミナル数は warehouse数と同数

の 100とし、データベースにおける論理的な衝突を避けるよう

にした。

また、実験中で用いるアプリケーション性能の制約であ

る Tth, Rth は、システムの最大性能の値を参考に Tth =

40000[tpmC], Rth = 20[msec]とした。

5. アプリケーション指向省電力手法の評価実験

5. 1 アプリケーション指向省電力手法の基本的な効果測定

この実験では、我々の提案する DVFSによるアプリケーショ

ン指向省電力手法の動作や省電力効果について基本的な性質

を把握するための測定を行った。測定に用いた DVFS 制御ポ

リシーは、1. 動作周波数を最大で固定、2. 応答時間指向ポリ

シー、3. スループット指向ポリシーの 3つである。動作周波数

を固定した場合の性能がその時々でのシステムの最大性能を表

し、評価の基準となる。実験では、これら 3つのポリシーを用

いた場合について、図 4(a)に示すようにトランザクション到着

率が 5000tpmC から 55000tpmC へと毎分 5000tpmC ずつ増

加し、その後 55000tpmCから 5000tpmCへと毎分 5000tpmC

ずつ減少するという負荷パターンを用いて性能・消費電力を測

定した。

実験結果を図 4にまとめた。図中の Fixed frequencyは動作

周波数を固定した場合、RT-based policyは応答時間指向ポリ

シー、TP-based policyはスループット指向ポリシーを表して

いる。まず図 4(a)のスループットに注目すると、スループット

指向ポリシーはトランザクション到着率が低い場合には、それ

に対応したスループットを達成していることが確認された。ト

ランザクション到着率が Tth より高い場合には、Tth よりもや

や高いスループットを維持しており、不必要にスループットが

高くなるといったことは観測されなかった。このことから、ス

ループット指向ポリシーが期待した性能を達成できたことがわ

かる。応答時間指向ポリシーは測定を通して動作周波数固定と

ほぼ同じスループットであった。

図 4(b) の応答時間についてみてみる。図中に示す

Rup, Rdown はそれぞれ Rup = Rth×R up ratio, Rdown =

Rth×R down ratio である。応答時間指向ポリシーの振舞に

着目すると、トランザクション到着率が低く応答時間が Rth よ

り十分短いときには動作周波数を最低まで下げており、動作周

波数固定の場合に比べて応答時間がやや長かった。トランザク

ション到着率が高くなり応答時間が Rup を超えるようになる

と徐々に動作周波数を上げ、動作周波数が最大となるまで応答

時間はおおむね Rdown と Rup の中間を推移する形となった。

トランザクション到着率が 50000tpmCを超えた際にはスルー

プットが 50000tpmC付近で飽和していることからわかるよう

に、トランザクション到着率がシステムの最大性能を超えた状

態となり、応答時間は Rup を超えて Rth に達した。この状況

下では応答時間の制約を満たすことができていないが、システ
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(d) power consumption

図 4 アプリケーション指向省電力手法の基本的な効果測定の結果

ムの最大性能自体が不足していることに起因する制約違反であ

り、制御ポリシーの動作には問題はない。これらの結果から、

応答時間指向ポリシーについても測定を通して期待した動作を

行っていることが確認できた。スループット指向ポリシーにつ

いてみると、トランザクション到着率が低い領域では応答時間

指向ポリシーとほぼ同じ応答時間であるが、到着率が Tth を超

えている領域では他に比べて大幅に応答時間が長くなった。

図 4(c) の動作周波数の変動からは、各ポリシーの性質の違

いを読み取ることができる。一般にトランザクション到着率が

高くなるほどトランザクションの処理待ち時間は長くなるた

め、応答時間指向ポリシーでは到着率の増加にあわせて動作周

波数を上げる必要がある。そのため、図 4(c) に示すようにト

ランザクション到着率が高い領域において動作周波数が最大値

に貼り付くような振舞いとなった。一方スループット指向ポリ

シーの場合、スループット Tth を達成するのに必要な動作周波

数はトランザクション到着率にほとんど影響されない。そのた

め、トランザクション到着率がいくら高くなっても動作周波数

は 2.13GHz前後で推移した。

この動作周波数の振舞いの違いは、消費電力へと直接影響す

る。図 4(d)に示す消費電力のグラフでは、トランザクション到

着率が低い領域においては応答時間指向ポリシーとスループッ

ト指向ポリシーのどちらの場合もほぼ同じ消費電力であり、動

作周波数固定の場合に比べて消費電力が削減されていることが

わかる。トランザクション到着率が高くなり、両者の動作周波

数の振舞いが分かれるのとほぼ同時刻には消費電力にも差がつ

きはじめる。トランザクション到着率が最大となる点で両者の

消費電力の差は最大となり、その差は約 20Wであった。

以上の結果より、我々の提案するアプリケーション指向省電

力手法の応答時間指向ポリシーとスループット指向ポリシーは、

どちらも性能の制約を満たしつつ消費電力を削減できることが

確認された。また応答時間とスループットという 2 つの指標ど

ちらを用いるかによって、トランザクション到着率の高い高負

荷時におけるシステム性能および消費電力に違いが生じること

が確認された。

6. 関 連 研 究

アーキテクチャレベルでの DVFSによる省電力技術は、様々

な制約条件・目的の下で提案が行われてきた。特にここ数

年はマルチコアにおける DVFS の研究が主流である。Her-

bert らは [4] において動作周波数・電圧の制御単位である

VFI(voltage/frequency island) の粒度選択のトレードオフに

ついて検証した。また DVFS関連の研究では SPEC2000など

のベンチマークが用いられることがほとんどであったが、[5, 4]

では Apache や TPC-C、TPC-H などを評価に用いて実際の

サーバのワークロードでの効果を測定した。

データベースシステムの省電力技術に関する研究では、デー

タベース分野研究の方針を決める上で重要な役割を果たしてい

る The Claremont Report on Database Research の 2005 年

版 [6]にて、データベースエンジンの見直すべき項目として省

電力技術が指摘された。その他にもデータベースシステムの省

電力技術を指摘する文献は多い。Graefeは、データベースシス

テムのクエリ最適化の新たな指標としてエネルギー効率を導入

するべきであると指摘した [7]。また同著においては、クエリオ

プティマイザやスケジューラなどの各モジュールが解決するべ

き課題が提示されている。Harizopoulosらはデータベースシス

テムの消費電力削減はハードウェアの省電力技術だけでは不十

分であり、データベースエンジンの改良が不可欠であることを

指摘した [8]。

データベースシステムの中でも、オンライン分析処理 (OLAP)

に関しては比較的省電力技術への取り組みが多く見られる。
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Henkelらは OLAPで用いられるような構成のシステムにおい

て、各コンポーネントの詳細な消費電力の測定を行い、最適な

ハードウェア構成を調べた [9]。Poessらは業界標準ベンチマー

クの TPC-Hのトップシステムの消費電力を見積り、電力効率

の時系列変化を分析した [10]。また彼らは様々なハードウェア

構成における消費電力と性能の関係を分析した [11]。Dmitris

らはハッシュ結合、ソートマージ結合などのデータベースシス

テムにおける基本的な操作の消費電力の分析や、エネルギー

効率を最も高めるようなシステム設計の指針を提案した [12]。

Langらはプロセッサの省電力モードを活用する手法とクエリ

スケジューラを改善することで消費電力を削減する手法を提案

した [13]。Xuらは消費電力を電力モデル化してクエリ最適化

に利用し、データベースシステムの消費電力を削減する手法を

提案した [14]。

オンライントランザクション処理に関する省電力化の取り組

みとして、Poessらは TPC-Cの歴代トップシステムの消費電

力を見積り、消費電力あたりの性能の増加率が十分ではなく、

現在の性能向上率が維持すると消費電力の絶対量は増え続け

ると予測した [15]。それに加え、彼らは今後の消費電力削減に

おいて鍵となる技術について紹介した。Xuらは [14]において

TPC-Hを主なターゲットとしているが、彼らの power-aware

なクエリオプティマイザの評価実験において TPC-Cにおける

省電力効果を検証した。

また、サーバにおけるアプリケーション指向な省電力技術の

取り組みとしては、Chenらは DVFSが multitier application

の性能に与える影響について評価を行った [16]。この論文では

Webサービスのようなアプリケーションを想定しており、性能

にシビアな制約のある OLTPとは状況が異なる。また Leeら

は [17]において DVFSの動的制御により動画再生の消費電力

を削減する手法を提案した。また Leeらは DVFSを加味した

タスクのスケジューリングによる省電力技術についても [16]に

おいて提案をしている。

7. お わ り に

本論文では、オンライントランザクション処理におけるア

プリケーション指向省電力手法を提案した。またプロセッサの

DVFS機能を利用したアプリケーション指向省電力の手法とし

て、応答時間指向ポリシーとスループット指向ポリシーを設計・

実装し、その性質や省電力効果について評価実験を行った。そ

の結果、ふたつのポリシー共に性能の制約を満たしつつ消費電

力を削減できることが確認されれた。またトランザクション到

着率が比較的高い場合にのみ、これら二つのポリシーの振舞い

に差がみられた。到着率が比較的高い場合、応答時間は到着率

に大きく影響されるため応答時間指向ポリシーは動作周波数を

できるだけ上げようとするのに対し、スループットは到着率に

ほとんど影響されないためスループット指向ポリシーはおおよ

そ一定の動作周波数を維持する。結果として、トランザクショ

ン到着率が高くなるほどスループット指向ポリシーの省電力効

果は相対的に大きくなり、最大で 20W、システム全体の消費電

力の 11%の省電力効果が得られた。
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